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介護保険施設等の指定等に関する取扱要領 

（目的） 

第１ 介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号、以下「法」とい

う。）に規定する介護保険施設等（第２第一号から第四号に定めるものをい

う。以下「施設等」という。）の認可、許可、指定及び届出の受理（以下「指

定等」という。）に係る手続きに当たり、愛知県圏域保健医療福祉推進会議

開催要領（平成１４年４月１日）第１条及び第３条(3)に基づき、関係機関

等から意見聴取及び関係機関等相互の連絡調整等（以下「意見聴取及び連

絡調整」という。）を行い、もって指定等に係る手続等の公正を図るととも

に、円滑な事務処理を行うことを目的として、この取扱要領を定める。 

（意見聴取及び連絡調整を行う事項） 

第２ 愛知県圏域保健医療福祉推進会議（以下「推進会議」という。）におい

ては、次の各号に掲げる事項について意見聴取及び連絡調整を行う。 

  ただし、療養病床（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項

第４号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）の転換先の施設等の指定等

に関する事項を除く。 

一 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）（地域密着型介護老人福祉施

設（法第８条第２２項）を除く。）

   老人福祉法（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）第１５条第４項

及び第６項の特別養護老人ホームの認可に関する事項及び法第４８条第

１項第１号の指定に関する事項 

 二 介護老人保健施設 

法第９４条第１項、第２項及び第５項の許可に関する事項 

 三 介護医療院 

法第１０７条第１項、第２項及び第５項の許可に関する事項 

四 特定施設（地域密着型特定施設（法第８条第２１項）を除く。） 

資料１-２
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法第７０条第４項、第５項及び法第７０条の３の指定に関する事項 

ただし、法第４１条の指定を受け混合型特定施設入居者生活介護を行

う養護老人ホーム及び有料老人ホームが、「混合型特定施設入居者生活

介護の指定入居定員」を変更しようとする場合であって、その変更後の

数が、次のいずれかに該当する場合の変更に関する事項を除く。 

ア 変更しようとする施設における、平成１８年３月３１日までに老人

福祉法第１５条第３項及び第１６条第２項の規定に基づき届け出がな

されている「入所定員」の数以内であるとき。(市町村等の養護老人ホ

ーム) 

  イ 変更しようとする施設における、平成１８年３月３１日までに老人

福祉法第１５条第４項及び第１６条第３項の規定に基づき認可を受け

ている「入所定員」の数以内であるとき。(社会福祉法人の養護老人ホ

ーム) 

ウ 変更しようとする施設における、平成１８年３月３１日までに老人

福祉法第２９条第１項及び第２項の規定に基づき届け出がなされてい

る「入居定員」の数以内であるとき。(有料老人ホーム) 

（既存数の公表） 

第３ 療養病床から転換したものを除く施設等については、高齢福祉課にお

いて毎年３月３１日と９月３０日現在の指定入所定員総数等（以下「既存

数」という。）を明らかにした別表を公表する。ただし、推進会議において

適当である旨の意見があり、整備することを承認した施設等が指定等に至

らない場合であっても、既存数に算入するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、混合型特定施設の既存数は、当該施設の総定

員数のうち特定施設として指定された定員数に０．７を乗じたものとし、

端数は切り捨てる。 

（事前相談） 

第４ 第２の各号に規定する指定等を受けようとする者（以下「設置予定者」
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という。）は、整備予定の施設等の概要を記載した事前相談票（介護老人福

祉施設、介護老人保健施設及び特定施設にあっては様式１及び様式１－１）

を当該施設等が所在することとなる市町村（以下「当該市町村」という。）

及び当該市町村が属する圏域を管轄する福祉相談センターへ次の各号に定

める日までに提出しなければならない。 

  なお、市町村が公募等により設置予定者を選定する場合、市町村が設置 

予定者に代わって事前相談票を福祉相談センターに提出するものとする。 

 一 前年度の３月末日の既存数が公表されてから当該年度の５月末日まで 

 二 当該年度の９月末日の既存数が公表されてから１１月末日まで 

２ 福祉相談センターは、事前相談票の提出を受けるに当たり設置予定者に

対し、整備又は指定等予定年度、土地・建物等の確保の方法及び事業運営

方法等について確認するものとする。 

また、当該市町村に対して、前項の各号の規定により提出のあった事前

相談票の施設等の指定等に関する参考意見（様式２）を求めるものとする。 

３ 事前相談票につき当該市町村の参考意見を求めた後、福祉相談センター

は、「愛知県圏域保健医療福祉推進会議開催要領」及び「圏域保健医療福祉

推進会議の運用について」（平成１４年４月１日付け健康福祉部長通知）に

定める幹事会及びワーキンググループに諮り事務局案を作成する。ただし、

介護老人保健施設に係る事務局案作成に当たって、特に医療関係団体等と

の連絡調整が必要な場合には、福祉相談センターは、保健所に必要な情報

を速やかに伝達し、協力依頼を行うものとする。 

（意見聴取及び連絡調整の基準） 

第５ 第４第１項の規定により提出のあった事前相談票に係る意見聴取及び

連絡調整の基準は、次の各号に定めるところによる。 

 一 法第１１８条に基づく都道府県介護保険事業支援計画（以下「県計画」

という。）におけるそれぞれの施設種別（介護老人福祉施設と地域密着型

介護老人福祉施設は区別する。）の老人福祉圏域（以下「圏域」という。）

毎、年度毎の整備目標値（必要入所定員総数又は必要利用定員総数）か
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ら既存数を差し引いた数の範囲内であること。

二 前号の規定にかかわらず、施設等の円滑な整備の促進のため、圏域内

の原則全市町村が前倒し整備を必要と認める場合には、県計画の当該計

画期間の期間内であり、かつ圏域毎に最終年度の整備目標値から既存数

を差し引いた範囲内であること。 

なお、県計画の当該計画期間を越える前倒し（最終年度の整備目標値

を越える整備）については、圏域内の原則全市町村が特別に必要と認め、

かつ、高齢福祉課が同意した場合に限るものとする。 

三 圏域内においてバランスのとれた施設配置であること。この場合、当

該施設種別の整備率（当該市町村に設置されている施設の定員の合計数

（着手しているものを含む。）／当該市町村計画上の利用見込量×１０

０）の低い市町村に立地するものを優先することとする。 

 四 当該市町村計画の利用見込量を超える場合の調整に当たっては、別に

定める施設等整備の基本事項、当該市町村における施設等の整備状況及

び整備の考え方などを総合的に勘案するものとする。 

   ただし、同条件、同順位の場合は、抽選で決める。 

五 第二号及び第三号の規定にかかわらず、当分の間、第２第四号に定め

る特定施設のうち混合型特定施設については、既に混合型特定施設入居

者生活介護の指定を受けている施設が老人福祉法の規定により既に届け

出がされた入所定員及び入居定員又は認可された入所定員の数以内で混

合型特定施設入居者生活介護の指定入居定員を増加させるものを優先す

ることとする。 

（推進会議の結果の伝達） 

第６ 福祉相談センターは、推進会議における意見聴取及び連絡調整の結果

について、速やかに高齢福祉課及び圏域を構成する市町村に報告するとと

もに、設置予定者に伝達（様式３）する。 

２ 前項の報告を受けた高齢福祉課は、特定施設に係る推進会議の結果につ

いては、指定等を行う福祉相談センターへ報告するものとする。 
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なお、推進会議の結果を報告した福祉相談センターと特定施設の指定等

を行う福祉相談センターが同一の場合には、この報告を省略するものとす

る。 

（指定等） 

第７ 第２の各号に規定する施設等の指定等にあたっては、推進会議におけ

る意見聴取及び連絡調整の結果を尊重するものとする。 

（進捗管理等） 

第８ 福祉相談センターは、推進会議において整備の承認を受けた法人等の

代表者（以下「開設予定者」という。）に対し、様式４により、承認した当

該施設の整備の進捗状況等について、開設までの間、毎年度９月末と３月

末現在の報告を求め、整備の進捗管理を行うこととする。 

２ 前項の報告を受けた福祉相談センターは、その内容から、整備遅延若し

くは整備推進が困難と判断する場合には、高齢福祉課へ報告するとともに

必要に応じて第９第１項の適用に対する意見を求めるものとする。 

（辞退等） 

第９ 福祉相談センターは、推進会議において整備の承認を受けた施設につ

いて、開設予定者が当初計画に基づく整備推進ができなくなった場合、又

は承認通知を受けた日の属する県計画の期間内に工事着手が困難となった

場合（市町村が公募等により事業実施主体の選定を完了しているもの、又

は高齢福祉課がやむを得ない事情があると認めるものを除く。）は、開設予

定者に対して、整備辞退届（様式５）の提出を求めることとし、提出をも

って当該承認通知は失効するものとする。 

２ 整備辞退届の受理をした福祉相談センターは、その内容を速やかに高齢

福祉課及び施設開設予定市町村へ報告するものとする。 

（取り消し） 
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第１０ 福祉相談センターは、開設予定者が、正当な理由なく第８に定める

報告を行わなかった場合、又は第９に定める整備辞退届を提出しなかった

場合、又は虚偽の申請・報告を行ったことが明らかになった場合は、整備

の承認を取り消す(様式６)ことができる。 

（指定等の報告） 

第１１ 福祉相談センターは、第２の各号に定める施設等について指定等を

行った場合は、様式７又は様式８により、速やかに高齢福祉課へ報告する

ものとする。 

また、次項による報告があった場合も高齢福祉課へ報告するものとする。 

２ 指定都市、岡崎市、豊田市及び東三河広域連合は、第２の各号に定める

施設等について指定等を行った場合は、様式７又は様式８により、速やか

に担当の福祉相談センターへ報告するものとする。 

（適用除外） 

第１２ 既に指定等を受けている施設等が、事業承継により開設者を変更す

る場合であって、次の第一号及び第二号に該当する場合、又は、施設を移

転する場合であって、次の第一号から第三号のいずれにも該当する場合は、

この要領を適用せず、福祉相談センターは、推進会議での意見聴取及び連

絡調整を経ることなく指定等をすることができる。 

一 当該施設等が受けている指定等の定員数を超えない場合。 

二 当該施設等に入所(居)している利用者保護の観点から、移転又は承継

により利用者に不利益が生じることがないと認められる場合。 

三 当該施設等が所在する圏域内の移転である場合。 

２ 前項の適用を希望する施設等は、原則として、事業承継または移転をす

る日の２ヶ月前までに様式９により施設の所在する市町村を所管する福祉

相談センターへ申請し、承認を得なければならない。 

３ 福祉相談センターは、前項による申請があった場合、内容を審査し、結

果を申請者に通知（様式１０）するとともに、その写しを高齢福祉課及び



7

当該施設が所在する市町村に送付するものとする。なお、特定施設の場合

にあっては、指定等を行う福祉相談センターへも送付するものとする。 

（東三河北部圏域及び東三河南部圏域における取扱特例） 

第１３ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域においては、第１１第２項を除

き、この要領を適用しない。 

（その他） 

第１４ この取扱要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附則 

（施行日） 

１ この要領は、平成１４年５月３１日から施行し、平成１４年４月１日か 

 ら適用する。 

（介護老人福祉施設及び介護老人保健施設に係る平成１４年度の取扱特例） 

２  介護老人福祉施設及び介護老人保健施設に係る整備及び指定について

は、平成１４年１１月末日までに事前相談票が提出されたものを、直近の

推進会議において、意見聴取及び連絡調整を行う。 

（介護療養型医療施設に係る平成１４年度の取扱特例） 

３ 介護療養型医療施設の指定については、平成１４年８月１５日までは、 

 その申請を高齢福祉課で直接受付け、審査の上、適当と認められるものに 

ついて、指定する。 

二 平成１４年８月１６日以降平成１４年１１月末日までに事前相談票が 

 提出されたものについては、直近の推進会議において、意見聴取及び連

絡調整を行う。 

附則 

（施行日） 

１ この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 
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（施行日前の推進会議の意見聴取及び連絡調整の取扱） 

２ 平成１８年３月以前に開催された推進会議においてなされた平成１８年

度以降の指定等に関する意見聴取及び連絡調整は、原則として効力を有し

ないものであるが、介護老人福祉施設及び介護老人保健施設について計画

的に整備が進捗していると高齢福祉課において把握されているものについ

ては、第３第１項ただし書きを適用する。 

（特定施設に係る取扱特例） 

３ 平成１８年３月３１日までに着工された特定施設は、既存数に算入する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成１８年１１月１０日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成１９年４月２３日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成１９年６月５日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成２０年４月２３日から施行する。 

附則 
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（施行日） 

 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

附則 

（施行日） 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附則 

（施行日） 

この要領は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附則 

（施行日） 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成２５年１０月２４日から施行する。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

（整備辞退にかかる経過措置） 

 この要領の施行の日において、既に整備の承認通知日から４年を経過した

ものについては、第９及び第１０の規定を適用しない。 

附則 

（施行日） 

 この要領は、平成２８年１０月２１日から施行する。 
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附則 

（施行日）

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

（整備辞退にかかる経過措置）

この要領の施行の日において、既に整備の承認通知日から３年を経過した

ものについては、従前のとおりとする。 

 附則 

（施行日） 

 この要領は、平成３０年４月２７日から施行し、平成３０年４月１日から

適用する。 

附則 

（施行日）

この要領は、令和元年１０月２８日から施行し、令和元年５月１日から適

用する。 

 附則 

（施行日） 

 この要領は、令和３年１月１日から施行する。 

 附則 

（施行日） 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

（整備辞退にかかる経過措置） 

 この要領の施行の日において、既に整備の承認通知を受けた施設について

は、従前のとおりとする。 
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別　　表 注意：療養病床から転換した、もしくは、転換する施設分は、含まない。

（単位:人）

圏域
      年度
整備目標

       年度
整備目標
 (a)

承認済入所定員総数
（      年   月   日）

(b)

        年度整備に
当たっての差引数

（ａ－ｂ）

名古屋・尾張中部

海部

尾張東部

尾張西部

尾張北部

知多半島

西三河北部

西三河南部東

西三河南部西

※東三河北部

※東三河南部

合計

（単位:人）

圏域
      年度
整備目標

       年度
整備目標
 (a)

承認済入所定員総数
（      年   月   日）

(b)

        年度整備に
当たっての差引数

（ａ－ｂ）

名古屋・尾張中部

海部

尾張東部

尾張西部

尾張北部

知多半島

西三河北部

西三河南部東

西三河南部西

※東三河北部

※東三河南部

合計

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

　※ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域における指定等の手続きは、東三河広域連合にお尋ねください。

 介護老人保健施設

　※ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域における指定等の手続きは、東三河広域連合にお尋ねください。
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（単位:人）

圏域
      年度
整備目標

       年度
整備目標
 (a)

承認済入所定員総数
（      年   月   日）

(b)

        年度整備に
当たっての差引数

（ａ－ｂ）

名古屋・尾張中部

海部

尾張東部

尾張西部

尾張北部

知多半島

西三河北部

西三河南部東

西三河南部西

※東三河北部

※東三河南部

合計

（単位:人）

圏域
      年度
整備目標

       年度
整備目標
 (a)

承認済推定利用定員総数

（     年   月   日）
(b)

        年度整備に
当たっての差引数

（ａ－ｂ）

名古屋・尾張中部

海部

尾張東部

尾張西部

尾張北部

知多半島

西三河北部

西三河南部東

西三河南部西

※東三河北部

※東三河南部

合計

 介護医療院

　※ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域における指定等の手続きは、東三河広域連合にお尋ねください。

 介護専用型特定施設入居者生活介護

　※ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域における指定等の手続きは、東三河広域連合にお尋ねください。
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（単位:人）

圏域
      年度
整備目標

       年度
整備目標
 (a)

承認済推定利用定員総数

（     年   月   日）
(b)

        年度整備に
当たっての差引数

（ａ－ｂ）

名古屋・尾張中部

海部

尾張東部

尾張西部

尾張北部

知多半島

西三河北部

西三河南部東

西三河南部西

※東三河北部

※東三河南部

合計

　※ 差引数においてマイナスとなっているのは要領第５第２項の規定により平成32年度の整備目標値

　　　の範囲内として承認されたものです。

 混合型特定施設入居者生活介護

　※ 東三河北部圏域及び東三河南部圏域における指定等の手続きは、東三河広域連合にお尋ねください。
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様式１

(元号 )  年  月  日

 愛知県○○福祉相談センター長 殿

住   所                 

法 人 名                 

代 表 者 名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号                 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第４に基づく 

事前相談について 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第４に基づく事前相談につ

いては、別添のとおりです。 
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様式１－１

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院・特定施設

の指定等に関する事前相談票 

法

人

の

概

要

法人の名称等

法人の名称： 

法人の種類：社会福祉法人・医療法人・その他（       ）

（法人を新設する場合は設立予定年月：   年   月） 

主な事業内容

介護保険事業

の 実 施 状 況 

施

設

の

概

要

施 設 種 別 
・介護老人福祉施設 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 

・混合型特定施設入居者生活介護 ・介護専用型特定施設入居者生活介護

整 備 定 員 

現 在              人 

整備希望定員数          人 

合 計              人 

建 築 面 積  

整 備 時 期
着工予定年月：      年    月

開所予定年月：      年    月

建物の所有状況 自己所有 ・ 建物所有者から借上（同意： 有 ・ 無）

主な併設施設

土

地

の

概

要

所 在 地

土地の概況

地  目：        

農地転用の必要性： 不要 ・ 必要 

用途区域： 敷地の全部が市街化区域内

      敷地の一部が市街化区域内

      敷地の全部が市街化区域外  

敷地面積：        

土地の所有状況
自己所有

地主から借上（同意の有無：有・無）（借地期間     年）

そ
の
他

整 備 理 由

(注) 法人の定款、法人の決算書、建物の平面図、整備予定地の地図、運営方針、

資金計画、収支見込、介護保険事業の実施状況（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等）、施設整備に係る

スケジュールを添付すること。 
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様式２

(元号 )  年  月  日

 愛知県○○福祉相談センター長 殿

○○市町村○○課長

                  担当者氏名         

連絡先           

介護保険施設等の指定等に関する事前相談票に対する意見 

(元号 ) 年 月 日付けで照会のありましたこのことについては、下記の

とおりです。

記

相

談

票

の

概

要

住所・法人名
住 所：

法人名：

施設種別

整備定員

市

町

村

の

意

見

整備に当たり

参考とすべき

事項等

（記入要領）

 １ 待機者の状況等地域におけるニーズ、整備予定地の災害被害予測や区域指定状

況、その他整備に当たり参考とすべき事項や意見等があれば、「市町村の意見」欄

に記載してください。
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様式３

第   号

(元号 )  年  月  日

       様

                 愛知県○○福祉相談センター長

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第６に基づく

推進会議の結果の伝達について（通知）

(元号 )○年○月○日付けで貴職から提出された○○施設の指定等に係る事

前相談票について○○圏域保健医療福祉推進会議で調整した結果は、下記の

とおりです。

なお、事前相談票に基づく整備着手が困難又は整備計画を断念するなどが

生じた場合は、速やかに報告してください。

おって、今後は、老人福祉法及び介護保険法に基づき、適切に手続きを行

ってください。

記

施設種別

整備予定地

整備予定年度
着工予定年月：    

開設予定年月：

整備定員 新設     人（増       人）

推進会議の結果 案のとおり

(案１ ) 事前相談票に記載された施設については、整備することを承認します。

(案２ ) 事前相談票に記載された施設については、（圏域の整備目標量を超過

するため）、整備できません。
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様式４ 

第   号 

(元号 )  年  月  日 

        様 

                 愛知県○○福祉相談センター長 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第８に基づく 

報告について（依頼） 

(元号 )○年○月○日付けで承認通知をした下記について、○月○日現在の

事業進捗状況を○月○日までに別紙により報告してください。 

なお、報告に当たっては、事業の進捗状況のわかるもの（例：工事写真、

契約書の写しなど）を添付してください。

記

施 設 種 別

整備予定地

整備予定年度
着工予定年月：    

開設予定年月：

整 備 定 員 新設     人（増       人）

担 当：○○○グループ（○○）

電 話：○○○－○○○－○○○○
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別紙 

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院・特定施設 

の指定等に関する進捗管理票

◇下表に記載する際、事前相談票から変更した箇所については、各区分に○をつけてください。

（例： 法人の名称等 ） 

法

人

の

概

要

法人の名称等

法人の名称： 

法人の種類：社会福祉法人・医療法人・その他（       ）

（法人を新設する場合は設立予定年月：   年   月） 

主な事業内容

介護保険事業

の 実 施 状 況 

施

設

の

概

要

施 設 種 別 
・介護老人福祉施設 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 

・混合型特定施設入居者生活介護 ・介護専用型特定施設入居者生活介護

整 備 定 員 

現 在              人 

整備希望定員数          人 

合 計              人 

建 築 面 積  

整 備 時 期
着工予定年月：      年    月

開所予定年月：      年    月

建物の所有状況 自己所有 ・ 建物所有者から借上（同意： 有 ・ 無）

主な併設施設

土

地

の

概

要

所 在 地

土地の概況

地  目：        

農地転用の必要性： 不要 ・ 必要 

用途区域： 敷地の全部が市街化区域内

      敷地の一部が市街化区域内

      敷地の全部が市街化区域外  

敷地面積：        

土地の所有状況
自己所有

地主から借上（同意の有無：有・無）（借地期間     年）

そ
の
他

計画から変更

し た 理 由

（注）事業の進捗状況のわかるもの（例:工事写真、契約書の写しなど）を添付すること。
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様式５ 

(元号 )  年  月  日 

愛知県○○福祉相談センター長 殿 

住    所 

法  人  名 

代表者氏名           

整  備  辞  退  届 

(元号 )○○年○○月○○日付けで承認通知のありました下記施設の整備に

ついては、施設を開設することができなくなりましたので、整備辞退届を提

出します。

記

１ 承認施設の概要  【承認施設の概要を記載】

施 設 種 別

整備予定地

整備予定年度
着工予定年月：    

開設予定年月：

整 備 定 員 新設     人（増       人）

２ 辞退の理由 

【整備を遂行できなくなった理由を具体的に記載】 
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様式６ 

第   号 

(元号 )  年  月  日 

        様 

                 愛知県○○福祉相談センター長 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第１０に基づく 

整備承認の取り消しについて（通知） 

(元号 )○○年○○月○○日付けで整備の承認を通知した下記１の施設につ

いては、下記２により整備承認を取り消します。

記

１ 承認施設の概要

施 設 種 別

整備予定地

整備予定年度
着工予定年月：     

開設予定年月： 

整 備 定 員 新設     人（増       人） 

２ 整備を取り消す理由 

担 当：○○○グループ（○○）

電 話：○○○－○○○－○○○○
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様式７ 

第      号 

(元号 )  年  月  日 

愛知県○○福祉相談センター長 殿 

（愛知県福祉局高齢福祉課長）  

○ ○ 市 長 

（愛知県○○福祉相談センター長） 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第１１に基づく 

介護保険施設等の指定等について（報告） 

かねて承認された施設整備等について、下記のとおり指定（許可）しまし

たので報告します。

記

施 設 種 別

法 人 等 名

施 設 名 称

施設所在地

整 備 定 員 新設（増設）     人（増設後定員  人）

整備承認状況
(元号 )年度第○回承認済   どちらかを記載
(元号 )年○月○日事業承継（移転）承認済

指定等月日 (元号 )  年  月  日

担 当：○○○グループ（○○）

電 話：○○○－○○○－○○○○
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様式８ 

第      号 

(元号 )  年  月  日 

愛知県○○福祉相談センター長 殿 

（愛知県福祉局高齢福祉課長）  

○ ○ 市 長 

（愛知県○○福祉相談センター長） 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第１１に基づく 

介護保険施設等の指定等について（報告） 

既指定済みの施設について、下記のとおり廃止（定員減）しましたので報

告します。

記

施 設 種 別

法 人 等 名

施 設 名 称

施設所在地

廃止等定員 廃止（定員減）    人（減少後定員   人）

廃止等月日 (元号 )  年  月  日

担 当：○○○グループ（○○）

電 話：○○○－○○○－○○○○



24

様式９

(元号 )  年  月  日

 愛知県○○福祉相談センター長 殿

              住   所               

              法 人 名               

              代 表 者 名

              電 話 番 号

              ＦＡＸ番号               

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第１２の適用について 

下記のとおり事業承継（移転）することとなりましたので、「介護保険施設

等の指定等に関する取扱要領」第１２（適用除外）の適用について、よろし

くお取り計らいください。 

記

１ 施設種別

２ 事業承継（移転）する施設の概要

(1) 施設所在地 

(2) 施設名 

(3) 施設定員 

３ 事業を承継する法人の概要（移転後の施設の概要）

(1) 法人所在地 

(2) 法人名称 

(3) 法人代表者 

(4) 承継（移転）後の施設名称 

(5) 承継（移転）予定年月日 

(6) その他参考事項（介護保険関連事業の実施状況等） 

４ 事業承継（移転）する理由 

５ 事業承継（移転）に伴う現入居（所）者への対応
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様式１０

(元号 )  年  月  日

        様 

                 愛知県○○福祉相談センター長 

「介護保険施設等の指定等に関する取扱要領」第１２の適用について 

(元号 )○年○月○日付けで貴職から提出された○○施設の承継（移転）に
係る申請については下記のとおりです。

記

【事業承継の場合】 

下記の事業承継を認めます。

１ 事業承継する施設の概要

(1) 施設所在地
(2) 施設名
(3) 施設定員

２ 事業を承継する法人の概要

(1) 法人所在地
(2) 法人名称
(3) 法人代表者

３ 事業承継予定年月日

【施設移転の場合】 

下記施設の移転を認めます。

１ 移転前 

(1) 施設所在地
(2) 施設名称
(3) 施設定員

２ 移転後

(1) 施設所在地
(2) 施設名称
(3) 施設定員

【非承認の場合】 

 要領第１２の適用については、認められません。

理由 要領第１２第１項 ○ 号に該当しないため
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介護保険施設等の指定等に関する取扱要領第５第四号 

に基づく施設等整備の基本事項 

１ 用地確保の状況

抵当権の有無、借地の場合の地主との合意、市街化区域又は市街化調整

区域及び開発規制許可の取得状況等

２ 施設の基準

施設の構造設備の基準との合致、利便性及び個人のプライバシー等に配

慮した構造設備の状況等

３ 職員配置状況

職員配置の基準との合致、必要に応じて基準以外の職員配置の状況等

４ 施設の運営方針

施設における運営方針の状況等

５ 資金計画

自己資金、借入資金、償還計画、開設後の収支見込みの状況等

６ 介護保険事業の運営状況

法人が行う既存の介護保険事業における実地指導等による指摘事項の状

況等

７ 法人の状況

法人が行う既存事業の運営状況、法人の資産、負債等の状況及び事業遂

行の支障の有無等

８ 利用料金

 特定施設入居者生活介護における一時金及び利用料の状況等
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